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(オリンピック男子/女子) 

 
(オリンピック混合リレー) 

 
(パラリンピック男子/女子) 

 
出典：「トライアスロン」（2021年２月１日参照 組織委員会ホームページ） 

https://tokyo2020.org/ja/sports/triathlon/ 

出典：「トライアスロン」（2021年８月 23日参照 組織委員会ホームページ） 

https://tokyo2020.org/ja/paralympics/sports/triathlon/ 

図 4.2-1(5) 競技コース（トライアスロン） 





5. 調査結果の概略 

- 85 - 

表 5-1(3) 調査結果の概略（全体計画） 

項 目 調査結果の概略 

4.歩行者空間の 

快適性 
大会期間中の競技会場における競技時間帯の暑さ指数（WBGT）の測定結果は、「危険」とさ

れる 31℃以上の出現割合が、オリンピックで 0.0～21.1％、パラリンピックで 0.0～35.0％で

あった。また、「厳重注意」とされる 28～31℃の出現割合は、オリンピックで 0.0～80.0％、

パラリンピックで 0.0～45.5％であった。 

大会前に実施したテストイベントにおいて、複数の暑さ対策を試行しており、その検証

結果も踏まえ、本大会の暑さ対策について検討を進め、本大会に活用した。 

競技の実施に当たって、施設面ではテント等の設置による日陰の確保、大型冷風機設置等

を実施し、運営面では各種暑さ対策グッズの配布、医務室、救急車等の適正な配置等により、

ソフト・ハード両面から、場面ごと、対象者ごとの暑さ対策を東京都と組織委員会が連携し

て実施した。 

東京 2020大会は、新型コロナウイルス感染症の感染状況により、一部を除き無観客で開催

された。有観客で開催された宮城県、静岡県においても、観客は公共交通機関等からシャト

ルバスで移動したため、ラストマイルは設定されなかった。そのため、ラストマイルにおけ

る暑さ対策についても実施されなかった。 

なお、熱中症患者は、オリンピック期間中 214名、パラリンピック期間中 66名発生したが、

重篤な患者はいなかった。 

以上のように、予測結果と同様に、対象者ごと、場面ごとの暑さ対策を東京都及び組織

委員会が連携して取り組んだことから、歩行者及びアスリートが感じる快適性の程度は極

力確保されたものと考える。 

5.水利用 東京 2020 大会の新設恒久会場では、「水の有効利用促進要綱」（平成 15 年７月東京都都市

整備局）等に基づき、多くの競技会場で雨水や循環利用水（中水）利用を行うとともに、節

水型機器の設置等により、水を効率的に利用している。新規恒久施設のうち、競技コースに

上水を利用するカヌー・スラロームセンターでは、競技コースの貯留水をろ過施設により循

環利用している。水泳の競技会場である東京アクアティクスセンターでは、トイレ洗浄水等

の雑用水を雨水と循環利用水（中水）でまかなっている。 

大会開催中は、暑さ対策として必要な水を確保しつつ、都市オペレーションセンターにお

いて上下水運営状況等の都市情報を集約・監視し、大会運営に影響する異常が発生した場合

の対応を行った。なお、オリンピック、パラリンピックを通じて上水道の供給や公衆・環境

衛生の確保において支障となる事案は発生しなかった。 

以上のことから、予測結果と同様に、大会開催中の水の効率的利用が行われたものと考え

る。 

6.廃棄物 ア．大会開催前 

施設整備工事に伴う競技会場等の建設廃棄物は、一部の競技会場等の一部品目において、

予測結果である再資源化等率未満の結果であった。しかし、「東京都建設リサイクル推進計画」

や「東京都建設リサイクルガイドライン」等に基づき建設廃棄物の 3R（リデュース・リユー

ス・リサイクル）の取組は実施されていた。 

オーバーレイ工事においては、リース・レンタルの利用を基本とすることにより、競技会

場等の整備による建設廃棄物の発生そのものを抑制した。 

仮設オーバーレイ等の施設整備工事では、それぞれ対象品目ごとに「東京都建設リサイク

ル推進計画」（平成 28 年４月 東京都）に基づく再資源化率の目標値（令和２年度）等に従

い再資源化等に努められていた。 

これらのことから、廃棄物の排出量の抑制が図られたものと考える。 
 

イ．大会開催中 

大会開催中の廃棄物の発生量は、予測結果（大会を有観客で開催する前提の試算）から大

きく減少した。多くの会場が無観客開催となり、観客向けの売店が開設されなかったことに

伴い、ペットボトル、缶、紙容器、プラスチック容器、可燃ごみ等の排出が減少する方向に

なった。なお、可燃ごみには、ティッシュ、割ばし、包み紙等以外に、使用済みマスク等、

コロナ禍において焼却処理が必要な物が含まれていた。 

取組に関して、インプット側については、リースやレンタルの活用による新規物品製造削

減、食品ロス削減による食品廃棄物の発生抑制等を行い、アウトプット側については、調達

物品のリユース・リサイクルや食品廃棄物のリサイクル、競技会場等でのきめ細かな分別に

よる大会運営時の廃棄物のリサイクル等を行った。 
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表 5-1(4) 調査結果の概略（全体計画） 

項 目 調査結果の概略 

6.廃棄物 

（つづき） 
特に、廃プラスチックについては、予測において、インプット側の取組として、競技会場

内での容器包装やレジ袋等の廃プラスチックの削減を行うこととしており、アウトプット側

の取組として、都内の会場におけるマテリアルリサイクル及び再生プラスチック製品への再

資源化、都外の会場における焼却による熱回収を行うこととしていた。いずれも予測結果と

同様に実施した。 

大会中、オリンピック期間中には、食品ロスの発生や医療用消耗品の廃棄といった課題が

発生したが、パラリンピック期間中には、改善され、予測結果と同様の取組が進められた。 

なお、再生利用率は、予測結果（72％）を下回る 62％となり、上記のコロナ禍において焼

却処理が必要な物が含まれた影響を受けたことが考えられる。 
 

ウ．大会開催後 

予測結果のとおり、大会開催後に撤去する仮設会場は、撤去時の廃棄物排出量の削減を念

頭に可能な限りレンタル・リースによる調達を進めた。また、選手村のビレッジプラザにつ

いても、予測結果のとおり、後利用のしやすさを考慮した木造の仮設建築物として計画する

ことにより、全国の自治体から無償で借り受けた木材を使用してビレッジプラザを建設し、

大会後に解体された木材を自治体の公共施設等でレガシーとして活用することとなった。 

更に、仮設会場の有明アーバンスポーツパークについては、予測時、大会の開催後に解体

する計画であったが、現在、大会のレガシーとして、大会時の施設を活用した都市型スポー

ツの場として存続される方向で検討が進んでいる。 

これらのことから、廃棄物の排出量の抑制が図られたものと考える。 

7.エコマテリアル ア．大会開催前 

競技会場等の施設整備に当たっては、「東京都環境物品等調達方針（公共工事）」、「環境物

品等の調達の推進に関する基本方針」等に基づき、再生木質ボード類等の環境物品等の調達

や環境影響物品等の使用抑制を行った。なお、仮設会場等・オーバーレイにおいては、整備

に必要な資材・物品等を可能な限りレンタル又はリースにより調達した。 

また、組織委員会による「東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会 持続可能性

に配慮した調達コード」や「持続可能性に配慮した木材の調達基準」に基づき資材等を調達

した。なお、大会期間中に活動する委託事業者向けの説明会を活用し、調達コードの周知

を行った。 

これらのことから、予測結果と同様に、エコマテリアルの活用が図られたものと考える。 

 
イ．大会開催中 

大会の運営に当たっては、「東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会 持続可能

性に配慮した調達コード」に基づき環境物品等を調達し、紙及びパーム油については、個別

基準に基づき環境物品等を調達した。 

また、大会で使用されるメダルについては、全国で回収された小型家電から抽出したリサ

イクル金属を使用した。表彰台についても、国内から集められた使用済プラスチックの再生

利用を基本に、海洋プラスチックも一部活用して製作した。聖火リレーのトーチの素材の一

部には、東日本大震災の復興仮設住宅のアルミ建築廃材を再生利用（再生アルミ含有率は約

30％）した。さらに、東京 2020大会のユニフォームの素材には再生ポリエステルや植物由来

材を多く取り入れたものを採用した。 

これらのことから、予測結果と同様に、エコマテリアルの活用が図られたものと考える。 
 

ウ．大会開催後 

大会開催後の施設の撤去工事に当たっては、「東京都環境物品等調達方針（公共工事）」に

基づき、特定調達品目である排出ガス対策型建設機械や低騒音型建設機械を使用した。建設

資材は、アスファルト・コンクリートやコンクリートを使用したが、撤去や解体工事が中心

であり、エコマテリアルを含む資材は、ほとんど利用しなかった。 

なお、選手村のビレッジプラザについては、全国の自治体から無償で借り受けた約 4 万本

の木材とその他国産材の合わせて約 1,300m3の木材を使用して建設し、大会後には解体された

木材を自治体の公共施設等でレガシーとして活用を図り、エコマテリアルとして利用される

取組を行った。 

これらのことから、予測結果と同様に、エコマテリアルの活用が図られたものと考える。 
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表 5-1(5) 調査結果の概略（全体計画） 

項 目 調査結果の概略 

8.温室効果ガス、 

エネルギー 
予測結果のとおり、東京 2020大会では、会場計画全体の見直しにより、既存施設を最大限

に活用し、新規恒久施設の建設を抑制することにより、競技会場等の整備により使用するエ

ネルギー使用量及び排出される温室効果ガスの削減を行った。 

また、東京 2020大会の新設恒久施設では、建物形状の配慮、省エネルギー性能の高い設備・

物品等の導入及び BEMS等の導入により、競技会場等の稼働に伴うエネルギー使用量及び温室

効果ガス排出量の削減に配慮した計画のもと整備が行われた。 

更に、大会期間中における競技会場・選手村・IBC/MPCの電力使用量（62.5百万 kWh）は再

生可能エネルギーで 100％賄った。 

これらの取組により、東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催中のエネルギー使

用量は、約 920,000GJ、温室効果ガス排出量は、約 77,000t-CO2との予測に対し、フォローア

ップ調査結果による運営時の温室効果ガス排出量は、使用電力量（施設利用）の 100％再エネ

化（約 2.8万 t-CO2の削減）、ガス・その他燃料使用量のカーボンオフセット（約 2.2万 t-CO2

の削減（施設利用）、約 0.7 万 t-CO2の削減（輸送））により 0t-CO2となり、予測結果を下回

った。フォローアップ調査結果は、予測時に想定していなかった新型コロナウイルス感染症

の拡大による影響も受けたものと考えられるが、温室効果ガスの排出量の抑制は図られたも

のと考える。 

9.スポーツ活動 ア．スポーツ施設の充足 

東京都は、東京 2020大会の競技会場として、東京アクアティクスセンター、海の森水上競

技場、有明アリーナ、カヌー・スラロームセンター、大井ホッケー競技場及び夢の島公園ア

ーチェリー場の６施設について、将来にわたり有効に活用でき、障害の有無に関わらず全て

の人々にとって利用しやすい施設となるよう整備した。さらに、臨海副都心・有明北地区を

「有明レガシーエリア」とし、スポーツ、文化等による賑わいを創出していくこととし、東

京 2020大会で使用した仮設スポーツ施設等を活用したアーバンスポーツゾーンの形成に向け

た検討を進めている。 

障害のある方が気軽にスポーツやレクリエーションを楽しめるよう障害者専用スポーツの

施設である東京都障害者総合スポーツセンター及び東京都多摩障害者スポーツセンターにつ

いては、設備を改修し、障害者アスリートのトレーニング環境の充実を図りリニューアルオ

ープンした。 

また、東京 2020大会等に向け都立スポーツ施設が改修・休館していく中、「TOKYOスポーツ

施設サポーターズ事業」を継続的に実施し、大学・企業等の協力を得ながら、都民のスポー

ツ環境の維持に努めてきた。 

以上のことから、予測結果と同様に、スポーツ施設は拡充したものと考える。 

 
イ．スポーツ活動の状況 

東京都は、東京 2020大会に向けて、パラリンピックの魅力を広く知っていただくため、2015

年度(平成 27 年度)から東京都パラリンピック体験プログラム「NO LIMITS CHALLENGE」を都

内各地で展開し、パラリンピックの魅力を体験できるプログラムを提供した。また、「NO LIMITS 

CHALLENGE」の特別版である「NO LIMITS SPECIAL」を実施し、パラリンピック競技やアスリ

ートの魅力を発信した。さらに、パラスポーツを通じて、みんなが個性を発揮できる未来を

目指す TOKYO発のチームである「TEAM BEYOND」のウェブサイトでメンバーを募集し、登録者

に対し競技大会等の情報発信を行い、競技会場での観戦・応援やイベント等への参加を促進

してきたほか、競技・アスリートの魅力や会場観戦の楽しさを「Be The HERO」、「FIND YOUR HERO」

等の普及啓発映像を通して発信してきた。 

組織委員会では、東京 2020 大会が開催までに全 55 競技を体験するプロジェクトである東

京 2020 Let's 55を主催し、2018年(平成 30年)から 2019年(令和元年)にかけて計８回のイ

ベントを開催した。さらに、2020 年(令和２年)10 月には、東京 2020 Let's 55 Virtual 

Experience として、アスリート視点の景色を体感できる VR 動画をウェブサイト上に公開し、

東京 2020 大会が１年延期となった期間に観客への継続的なエンゲージメント機会を創出し

た。また、スポーツ等、参加者自らが体験・行動し、レガシーを形成することで未来につな

ぐプログラムである「東京 2020参画プログラム」を展開し、このような各種イベント等の開

催プログラムを「東京 2020参画プログラム」として認証することで、スポーツイベント等の

発信や推進を行った。 

一部のスポーツイベントは、新型コロナウイルス感染症拡大の観点から開催中止や延期と

なったものもあったが、集客型からオンライン開催へと転換するイベントや動画配信等を提

供するイベントも見られた。また、東京 2020大会の１年延期に伴い、これらのオンライン等

によるイベントへの参画の機会を延期期間中も継続的に創出できた。 
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表 5-1(6) 調査結果の概略（全体計画） 

項 目 調査結果の概略 

9.スポーツ活動 

（つづき） 
東京都では、2016年度(平成 28年度)から都内全ての公立学校で実施している「東京都オリ

ンピック・パラリンピック教育」の集大成として、都内の学校の子供たちが、東京 2020大会

の競技を、学校単位で直接観戦する機会を提供する学校連携観戦プログラムを計画し、観戦

を希望する都内の全公立・私立学校に広く観戦の機会を提供する予定であった。大会期間中

は、観戦前後の健康観察、PCR検査を受けられる機会の提供、貸切バスの利用、観客席におけ

る十分な距離の確保など、感染防止対策を徹底して実施し、都内９会場で 140校 10,543人の

幼児・児童・生徒が参加した。また、最新テクノロジーを使用し、競技会場にいるような疑

似体験ができるバリアフリーVR観戦を特別支援学校で実施し、13校の児童・生徒 296人が観

戦した。 

東京都及び組織委員会では、東京都や競技会場が所在する関係自治体等の 19 自治体 30 会

場に東京 2020ライブサイトを設置する計画であった。また、組織委員会では、コミュニティ

ライブサイトやパブリックビューイングの設置を計画している自治体等を支援し、多数の申

請があった。都内全ての東京 2020ライブサイトの競技中継の中止、自治体等が開催するコミ

ュニティライブサイトやパブリックビューイングについても観客以外の人流対策として、多

くの自治体等が中止又は規模を縮小した。一方、東京都では、都内全ての東京 2020ライブサ

イト・イベント等の見直しを行い、特設 WEBサイト「みんなの東京 2020応援チャンネル」及

び「東京都パラリンピック応援サイト」を開設し、デジタルを活用した情報発信を行うなど、

オンラインでの応援施策を実施した。これらの WEB サイトを通じたオンライン配信番組・動

画の視聴数累計は、ライブサイト・パブリックビューイングの都内来場者想定数を上回る水

準であった。 

東京 2020大会期間中には、東京スポーツスクエアにおいて、大会関連のパネルや動画、シ

ティキャストからの応援メッセージの展示等を行い、東京大会の魅力を発信した。また、パ

ラリンピックギャラリー銀座を開設し、競技体験、大会情報パネル、アスリートの映像や写

真展示など、様々な企画を実施したほか、パラ競技を中心にスポーツ体験コーナー等のコン

テンツを設置した 2020 FAN PARK / 2020 FAN ARENA を都内在住者かつ人数を限定して公開し

た。 

以上のことから、当初の計画や取組に変更が生じたものの、オンライン等を活用した新た

な参加機会を創出することにより、予測結果と同様に、東京 2020大会を契機としたスポーツ

活動の機会は充実したものと考える。 

10.文化活動 ア．文化活動の状況 

東京都では、2016年(平成 28年)のリオデジャネイロオリンピック・パラリンピック終了後

から 2021年(令和３年)まで５年間の文化事業を「東京文化プログラム」として展開すること

とし、伝統芸能からポップカルチャーまで、東京の多彩で奥深い芸術文化の魅力を国内外に

発信すべく、文化事業の拡充・推進に取り組んできた。2017年（平成 29年）秋からは、発信

力を強化し更なる気運醸成を図るため、東京文化プログラムを新たに「Tokyo Tokyo FESTIVAL」

と銘打って、東京 2020大会に向けた多彩な文化プログラムを展開した。その中核事業として、

公募で選定した 13 の企画「Tokyo Tokyo FESTIVAL スペシャル 13」を、感染防止対策との両

立を図りながら各プロジェクトの魅力を損なわないよう工夫して実施した。 

組織委員会では、東京 2020大会の大会ビジョンのもと、スポーツだけでなく、文化芸術等、

参加者自らが体験・行動し、レガシーを形成することで未来につなぐプログラムである「東

京 2020参画プログラム」を展開した。組織委員会では、このような各種イベント等の開催プ

ログラムを「東京 2020参画プログラム」として認証することで、文化プログラム等の発信や

推進を行った。また、、世界の注目が日本・東京に集まる 2021 年（令和３年）４月から９月

にかけて、あらゆる境界を超えた連帯の象徴となるよう、公式文化プログラム「東京

2020NIPPON フェスティバル」として、組織委員会が主催する「主催プログラム」、自治体・

文化団体等と連携して行う「共催プログラム」を展開した。 

一部の文化イベントは、新型コロナウイルス感染症拡大の観点から開催中止や延期となっ

たものもあったが、集客型からオンライン開催へと転換するイベントや動画配信等を提供す

るイベントも見られた。また、東京 2020大会の１年延期に伴い、これらのオンライン等によ

るイベントへの参画の機会を延期期間中も継続的に創出できた。 
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表 5-1(7) 調査結果の概略（全体計画） 

項 目 調査結果の概略 

10.文化活動 

（つづき） 
東京都及び組織委員会では、東京都や競技会場が所在する関係自治体等の 19 自治体 30 会

場に東京 2020ライブサイトを設置し、文化体験や紹介をする計画であった。また、組織委員

会では、コミュニティライブサイトやパブリックビューイングの設置を計画している自治体

等を支援し、多数の申請があった。都内全ての東京 2020ライブサイトの競技中継の中止、自

治体等が開催するコミュニティライブサイトやパブリックビューイングについても観客以外

の人流対策として、多くの自治体等が中止又は規模を縮小した。一方、東京都では、東京 2020

ライブサイトの会場特設ブースで予定していた文化の体験や紹介に替わり、伝統文化・芸能

等のパフォーマンスやデモンストレーション映像を気軽に視聴できるウェブサイト「TOKYO 

CULTURE LIVE STUDIO」を開設した。当サイトでは、日本の伝統文化や伝統芸能の動画、東京

都がコロナ禍においても文化の灯を絶やさないため全国に先駆けて始めた国内初のアーティ

スト支援事業「アートにエールを！東京プロジェクト」の動画、伝統と現代が共存する芸術

文化都市を感じられるフォトギャラリー、東京 2020ライブサイトで展示予定だったハンドス

タンプアート作品を紹介し、文化の魅力を発信する機会を創出した。 

以上のことから、当初の計画や取組に変更が生じたものの、オンライン等を活用した新た

な参加機会を創出することにより、予測結果と同様に、東京 2020大会を契機とした文化活動

の機会は充実したものと考える。 

 

イ．国際交流の状況 

東京都や組織委員会では、東京 2020大会の招致が決定した 2013年度（平成 25年度）以降、

ホストタウン登録や事前キャンプを受入れた自治体での文化を通じた国際交流が図られるよ

う積極的な情報発信で支援した。 

ホストタウン登録や事前キャンプを受入れた自治体では、文化等を通じた国際交流の取組

が実施されたほか、国と国との往来ができない中もホストタウン交流として、SNSを活用した

オンライン交流や応援・歓迎・返信メッセージ動画配信等による交流事例も見られた。 

海外観客の受入れ断念に伴い、海外観客向けへの日本文化等の発信ができなくなるなか、

東京スポーツスクエア等でのメディアに日本の伝統文化・芸能の展示や動画を放映、選手村

での和食の提供による日本食文化の発信や選手村ビレッジプラザでの選手等に対して日本の

伝統文化・芸能の魅力を発信した。 

以上のことから、当初の計画や取組に変更が生じたものの、オンライン等を活用した国際

交流機会の創出や大会関係者向けへの日本文化等の発信をすることにより、東京 2020大会を

契機とした国際交流の機会は確保できたものと考える。 

 

ウ．情報提供のバリアフリー化 

東京都や組織委員会では、東京 2020大会の開催に向けて、都市力の向上のために欠くこと

のできない表示・標識等の多言語化対応の強化・推進を図ってきた。 

東京都では、「2020年オリンピック・パラリンピック大会に向けた多言語対応協議会」を設

置し、国の関係行政機関、関係地方公共団体、関係機関、民間団体及び企業等が相互に連携・

協働して多言語対応を推進した。また、東京 2020大会に向けて、外国人が多く訪れる地域に

おける広域的な観光案内拠点としての観光案内窓口の整備、多言語で観光案内を提供するた

めのデジタルサイネージや観光案内標識を設置したほか、東京 2020大会の競技会場の都立等

12施設に、東京 2020 大会に向けて、施設内のアナウンスを多言語で文字配信する「多言語放

送システム」を整備した。大会期間中は、組織委員会と連携し、総務省の技術協力を得て、「お

もてなしガイドアプリ」を活用して、日本語が分からない方や音が聞こえにくい方に向けて

「多言語放送システム」を運用し、アナウンス等を多言語（日・英・中（繁・簡）・韓・西・

仏）で文字配信した。 

組織委員会では、東京 2020大会が、障害の有無に関わらず、全ての人々にとってアクセシ

ブルでインクルーシブな大会となるよう様々な取組を推進するため、「Tokyo2020 アクセシビ

リティ・ガイドライン」（平成 29 年３月 組織委員会）を策定し、施設の所有者・管理者等

に対してガイドラインに即した施設建設・改修工事を実施するよう依頼及び環境整備の働き

かけを行った。 

以上のことから、予測結果と同様に、東京 2020大会に向けて情報提供のバリアフリー化は

進展したものと考える。 
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表 5-1(8) 調査結果の概略（全体計画） 

項 目 調査結果の概略 

11.ボランティア 東京都や組織委員会では、2018年（平成 30年）９月には、東京都がシティ キャスト（都

市ボランティア）、組織委員会がフィールド キャスト（大会ボランティア）の募集を開始し、

それぞれ募集人数を上回る応募があった。 

ボランティアの研修については、2019年（令和元年 10月から 2020年（令和２年）２月ま

でフィールド キャスト（大会ボランティア）・シティ キャスト（都市ボランティア）向けの

共通研修を集合形式で実施した。研修では、ボランティアとしての心構えや大会の理念・概

要など活動に当たり必要な基本的情報を映像やクイズ、グループワークを通して提供すると

ともに、ダイバーシティに関する研修も実施した。共通研修は、新型コロナウイルス感染症

拡大の影響により、2020年（令和元年）２月 22日以降の開催をいったん延期したが、集合形

式に代え、オンライン研修として再開した。また、リーダーシップ研修や役割別・会場別（配

置場所別）研修についてもオンラインや E-learningも活用して実施した。多様な参加者への

配慮として、託児対応サポートや手話通訳による説明等も実施した。 

ボランティアの暑さ対策については、2019 年（令和元年）夏季に実施したテストイベント

において、フィールド キャスト（大会ボランティア）及びシティ キャスト（都市ボランテ

ィア）応募者の協力を得て、効果的な運営や暑さ対策等に関する検証を行った。研修におい

ては、ボランティア活動中の暑さ対策の基礎知識の提供、体調管理ノート（又はアプリ）の

活用やこまめな水分補給など熱中症に関する注意喚起を行うとともに、リーダーシップ研修

では、安全な活動のサポートのため、メンバーへの体調確認の声かけ等について周知した。 

また、ボランティアの感染症対策については、安全・安心な活動環境を提供するためのマ

ニュアルやルールブックの作成、PCR検査の実施、希望するボランティアに対してのワクチン

接種機会の提供に取り組んだ。 

組織委員会は、新型コロナウイルス感染症の拡大状況を踏まえ、海外在住の外国籍のフィ

ールド キャスト（大会ボランティア）の受入れを断念した。また、無観客開催に伴い観客案

内等の役割を見直し、活動日数が減少したものの、競技の運営や会場運営等の幅広い分野で

全員の活動が実現し、約 70,000人が大会に参加した。 

東京都は、無観客開催の決定やライブサイトの中止に伴い、観客案内の活動が難しくなっ

たことを受け、参加者の意見も踏まえ、シティ キャスト（都市ボランティア）の大会時の活

動について、ラストマイルや主要駅、ライブサイトにおける観客案内の役割に代え、「大会の

応援」、「大会情報の提供」、「東京・地域の魅力発信」、「安全・安心な大会のサポート」等の

活動を展開し、約 12,000人が大会に参加した。 

以上のことから、当初の計画や取組に変更が生じたものの、様々な活動の場の提供、オン

ライン研修等の活用、ボランティア向けの暑さ対策や感染症対策の実施等による安全・安心

な活動環境を提供したことにより、予測結果と同様に、東京 2020大会におけるボランティア

活動への参加機会は充実したものと考える。 

12.コミュニティ 東京都や組織委員会では、東京 2020大会の招致が決定した 2013年度（平成 25年度）以降、

当初の計画とおり地域や企業等が主催する各種イベント等を情報を発信するなどにより、地

域コミュニティを促進するイベント等による機会の提供を図ってきた。 

一部のイベントは、新型コロナウイルス感染症拡大の観点から開催中止や延期となったも

のもあったが、集客型からオンライン開催へと転換するイベントや動画配信等を提供するイ

ベントも見られた。また、東京 2020大会の１年延期に伴い、これらのオンライン等によるイ

ベントへの参画の機会を延期期間中も継続的に創出できた。 

東京都や組織委員会では、東京 2020大会の招致が決定した 2013年度（平成 25年度）以降、

ホストタウン登録や事前キャンプを受入れた自治体での文化を通じた国際交流が図られるよ

う積極的な情報発信で支援した。ホストタウン登録や事前キャンプを受入れた自治体では、

地域コミュニティに資する交流の取組が実施されたほか、直接的な国際交流に制限が生じる

なか、SNSを活用したオンライン交流等も実施された。 

組織委員会では、コミュニティライブサイトやパブリックビューイングの設置を計画して

いる自治体等を支援し、東京 2020大会の延期前の時点で 145自治体 227会場でのコミュニテ

ィライブサイトの申請があった。自治体等が開催するコミュニティライブサイトやパブリッ

クビューイングについては観客以外の人流対策として、多くの自治体等が中止又は規模を縮

小したが、コミュニティライブサイトが 12 自治体で、パブリックビューイングが 24 自治体

で実施された。また、一部では開催を予定していたコミュニティライブサイトの代替イベン

トとしてオンラインで開催した。 

以上のことから、当初の計画や取組に変更が生じたものの、オンライン等を活用した新た

な参加機会を創出することにより、東京 2020 大会を契機とした地域のコミュニティ活動の機

会、企業の地域コミュニティ活動の機会、地域のコミュニティ単位での大会への参画は確保

できたものと考える。 
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表 5-1(9) 調査結果の概略（全体計画） 

項 目 調査結果の概略 

13.環境への意識 東京都は、2020年（令和２年）１月 24日には、「東京 2020大会を契機とした水素社会の実

現に向けた都の取組について」として、東京 2020大会を契機とした水素活用の取組を実施す

ることを都民等に向けて広く報道発表した。また、東京都や組織委員会では、「都市鉱山から

つくる！みんなのメダルプロジェクト」、「みんなの表彰台プロジェクト」、大学連携による学

生への参加機会の創出等の持続可能性に関する参加・協働の活動を展開した。 

一部の持続可能性に関するイベントは、新型コロナウイルス感染症拡大の観点から開催中

止や延期となったものもあったが、集客型からオンライン開催へと転換するイベントや動画

配信等を提供するイベントも見られた。また、東京 2020大会の１年延期に伴い、これらのオ

ンライン等によるイベントへの参画の機会を延期期間中も継続的に創出できた。 

無観客開催に伴い、都民等の観客向けへの大会期間中の持続可能性に関する情報の発信が

できなくなるなか、東京都や組織委員会のホームページ、東京都提供テレビ番組等の様々な

媒体を用いた情報発信を実施した。また、観客への会場における分別の推進・廃プラスチッ

ク削減に向けた働きかけは実施できなかったが、アスリート、大会関係者、ボランティア等

に向けて分別の推進・廃プラスチック削減に向けた働きかけを実施した。 

以上のことから、当初の計画や取組に変更が生じたものの、幅広い参加主体への参加・協

働の活動の展開、様々な媒体を活用した情報を発信することにより、予測結果と同様に、東

京 2020大会を契機とした環境意識啓発の機会は充実したものと考える。 

14.安全 ア．移動の安全のためのバリアフリー化の程度 

東京 2020 大会の全競技会場等の会場施設内及び会場敷地内の屋外通路については、

「Tokyo2020 アクセシビリティ・ガイドライン」（平成 29 年３月 組織委員会）に基づき、

IPCガイドや国内法令等の基準や仕様を満足するバリアフリー化を行った。 

公共交通機関から競技会場までのラストマイルについては、現況の歩行者交通量や大会開

催中の観客数を踏まえ、歩行者のサービス水準を確保するために適切な幅員のある歩道とし、

混雑時にも車椅子利用者や高齢者が円滑に移動できるように「Tokyo2020 アクセシビリテ

ィ・ガイドライン」に基づく仕様を満足するルートとするなど、観客に安全な経路の選定を

基本とした。アクセシブルルートとなる公共交通機関の施設（駅等の構内）についても所有

者・管理者等に対し、それぞれの計画に基づき、ガイドラインに即した施設建設・改修工事

を実施するよう働きかけ、段差の解消等の改善が図られた。 

また、ほとんどの競技会場において無観客開催となったが、有観客開催の競技会場につい

ては、シャトルバスによる観客輸送を行った。なお、アクセシブルルートについては、ホー

ムページや広報誌等、様々な媒体を活用して周知を行った。 

さらに、大会開催中は、ハード対策以外にソフト対策として、「アクセシビリティサポート・

ハンドブック」を活用し、大会スタッフ・ボランティア等によるサポートが行われた。 

これらのことから、東京 2020大会の観客の移動の安全性の取組は図られたものと考える。 

なお、ほとんどの競技会場で無観客開催となり、有観客開催となった宮城、伊豆・富士の

競技会場では、予約制のシャトルバスによるアクセスのみとなり、学校連携観戦についても

バスによって直接会場を発着する方法が実施された。そのため、鉄道駅の一般利用者の日常

生活への影響は低減できたものと考える。 

 
イ．大会運営に係る電力供給の安定度 

各競技会場、選手村、IBC/MPCにおいては、放送、テクノロジー機器、競技用照明等の重要

電源の確保に資する仮設電源システムを設置すること、設備の構築及び運営支援により、安

定的な電力供給が行われ、大会を通じて、運営に支障をきたす停電は発生しなかった。 

このことから、東京 2020大会運営に係る電力の安定供給の取組は図られたものと考える。 

15.衛生 東京 2020大会では、盛夏の時期に開催されることに十分配慮し、組織委員会の責任におい

てアスリート、ボランティア、大会関係者等への飲食提供については、「東京 2020 大会にお

ける飲食提供に係る基本戦略」、「東京 2020大会において提供される飲食物の安全確保のため

のガイドライン」に基づき、法令遵守、自主的衛生管理、行政機関との協働、食品防御、飲

食提供対象者との協力による食品安全管理を徹底した食中毒予防対策を講じた。これらの飲

食提供についての安全性の取組により、大会期間中にアスリートやスタッフ等に食中毒の報

告はなかった。 

東京都では、選手村内に東京の水道水が飲める Tokyo Tap Water Station を設置した。選

手やボランティアがマイボトルに給水していく姿が多く見られ「東京の水道水はきれい、水

道水独特のにおいもしない。」等の声があり、好評を博した。また、東京 2020 大会の万全の

セキュリティ対策によりテロ等の大会運営に影響を与える特段の事案はなく、大会期間中に

ついても水道水を安定的に供給できた。 
以上のことから、予測結果と同様に、東京 2020大会で提供する水道水や食品に対する安全性
の取組は図られたものと考える。 
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表 5-1(10) 調査結果の概略（全体計画） 

項 目 調査結果の概略 

16.消防・防災 競技会場がある各都道府県においては、地域に係る防災に関する計画を各種定めて運用し

ている。東京都においては、「東京都地域防災計画 震災編」、「東京都地域防災計画 風水害

編」及び「東京都地域防災計画 大規模事故編」等を策定している。発災直後の初動対応体

制の整備としては、対策内容と役割分担を示す「首都直下地震等対処要領（改訂版）」を策定

している。 

大会開催前において、東京都では、現行の体制・計画を最大限に活用する一方で、現行の

取組の充実・強化や外国人対応などの新たな取組が必要となることから、「東京 2020 大会の

安全・安心の確保のための対処要領」（平成 30 年３月 東京都）を策定した。この対処要領

については、実地訓練や図上訓練での検証や、専門アドバイザーによる意見などを踏まえて

改善を行い、「東京 2020大会の安全・安心の確保のための対処要領（第二版）」（平成 31年４

月 東京都）を公表した。 

さらに、大会開催に向けて、東京 2020大会期間中の首都直下地震発生を想定した災害対応

訓練（実地訓練）を実施し、現地と関係機関や都庁との大会時の連携体制、危機管理機能の

向上を図った。 

大会開催中においては、組織委員会では、日々の防火管理業務の状況をメインオペレーシ

ョンセンター等で把握するとともに、有事の際には各競技会場の情報を一元管理できる体制

を構築していた。また、各競技会場におけるハード面の特性と特有の会場周辺状況等を考慮

し、避難誘導計画を含めた競技会場ごとの運営計画を策定し、運用した。 

東京都では、都市オペレーションセンターを設置し、都市運営に影響を及ぼしうる事案を

分類し、事案分類ごとに対応者・権限範囲を定めることにより対応を行った。 

大会期間中においては、震度５弱以上の地震は観測されなかったが、オリンピック期間に

おいて、台風の接近や上陸があった。台風の接近や上陸が予測された段階で、組織委員会は、

一部の競技において競技スケジュールの変更等を行い、東京都は、会場の安全対策、設備面

での事前対策、ボランティア活動の変更、対応人員の待機等を行った。なお、パラリンピッ

クの開催時には、台風の接近や上陸はなかった。 

これらの対応を行った結果、大会中を通じて大会運営に影響を与えるような施設面の不具

合や事故等はなく、競技会場内の運営に関して各会場で大きなトラブルはなかった。 

これらのことから、予測結果と同様に、東京 2020大会の運営面での消防・防災に対する安

全性の取組は図られたものと考える。 

17.交通渋滞 大会開催中は、選手等の関係者の輸送のため、都内を始めとした高速道路や一般道路にお

ける所要時間が長くなる箇所、時間帯が生じることが考えられた。 

このため、選手等の大会関係者を輸送する関係者輸送ルートであるオリンピック・ルート・

ネットワーク（ORN）及びパラリンピック・ルート・ネットワーク（PRN）は、市民の生活や

都市活動に与える影響も含めて考慮して高速道路を主として設定された。 

観客・大会スタッフの輸送については、公共交通機関（鉄道）を前提に、徒歩圏内に鉄道

駅がない又は遠い場合等は、シャトルバスも含め計画した。 

東京都、国及び組織委員会では、交通混雑緩和に向けた交通需要マネジメント（TDM）の取

組を「2020TDM推進プロジェクト」として推進し、大会開催中は、交通需要マネジメント（TDM）

のほか、TDMの効果等を踏まえ、日にち・時間・場所・競技を特定した通行規制等の交通シス

テムマネジメント（TSM）を実施した。これらの交通需要マネジメント（TDM）や交通システ

ムマネジメント（TSM）については、2019年(令和元年)の試行の結果を踏まえた追加対策の検

討、大会時に向けた交通マネジメント改善策の検討等を行った。 

また、自動車の効率的利用などによる道路交通の混雑緩和や、鉄道などの公共交通機関も

含めた交通需要マネジメント（TDM）における取組を促すため、説明会の開催や広報活動によ

る情報発信等により、東京都と組織委員会が連携して企業・個人に働きかけを行った。 

これらの取組を受けて、大会期間中の広域の交通量は、高速道路で 13％の減少、一般道で

6％の減少となった。 

首都高速道路では、TSMの実施により、朝のピーク時の本線車線規制や夕方のピーク時の入

口閉鎖等が行われた区間があり、本線料金所通行制限や JCT 方向別規制、本線車線規制の実

施箇所周辺で渋滞の発生がみられたが、2019年と比較した平日の渋滞損失時間は、約 8割の

減少がみられた。 

都内の一般道についても、朝夕ピークにおいて、首都高の入口閉鎖付近や、関係者輸送ル

ートを迂回する道路など一部の区間で渋滞がみられたが、2019 年と比較した渋滞長時間は減

少する傾向がみられた。 

これらのことから、予測結果と同様に、東京 2020大会に係る円滑な輸送を実現しつつ、大

会開催中の都市交通への影響を極力低減する取組は行われたものと考える。 
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表 5-1(11) 調査結果の概略（全体計画） 

項 目 調査結果の概略 

18.公共交通への 

アクセシビリティ 
大会開催中は、競技会場の周辺にはセキュアペリメーターが設定され、大会関係者を除き

セキュアペリメーター内の立入りは禁止となった。そのため、一般利用者が鉄道駅へアクセ

スする際にセキュアペリメーターを迂回する必要がある場合には、アクセス性が低下してい

た。しかし、セキュアペリメーターの設置に当たっては、「2020TDM 推進プロジェクト」のホ

ームページに会場ごとの案内を掲載するほか、広報誌など様々な媒体を活用して事前周知を

行い、セキュアペリメーターの設置期間中は、迂回案内看板や必要に応じて交通誘導員等を

配置して迂回路の誘導を行い、公共交通機関までのアクセスを確保した。 

なお、大会期間中における鉄道利用者数については、大会前平均（2021年 7月 5～9日）と

比較しても 1～2割の減少がみられ、鉄道駅の混雑による、鉄道駅一般利用者の日常生活への

影響は低減できたものと考える。 

これらのことから、東京 2020大会開催中の公共交通機関までのアクセス性への影響を極力

低減する取組は行われたものと考える。 

19.交通安全  関係者輸送ルートは、安全、円滑かつ効率的で信頼性の高い輸送サービスを提供するとと

もに、市民の生活や都市活動に与える影響を考慮して設定した。 

自動車専用道路以外の道路においては、交差点等を除いてほぼ歩行者と自動車の動線が分

離されており、関係者輸送のための車両の走行に当たっては、交差点進入時や右左折時にお

ける一般歩行者や自転車の安全確認等の安全走行を行うほか、大会関係車両の出入口には、

各競技会場の状況に応じて交通誘導員を配置し、歩行者の安全確保を行った。 

競技会場周辺では、トラフィックペリメーターにより一般車両の通過交通の進入を抑制（ト

ラフィックペリメーター内側の生活・業務等に係る交通は対象外）したほか、競技会場の直

近においては、一般車両の通行を禁止とした箇所もあった。競技会場周辺のラストマイルは、

「信号機が設置され、適切な幅員のある歩道とするなど観客に安全な経路の選定を基本とす

る。」「入場ルートと退場ルートは分離することを基本とするとともに、生活動線に配慮する。」

等を基本的な考え方とし、歩行空間（通路の有効幅員等）を考慮して一定以上のサービスレ

ベルを確保するよう設定した。 

また、関係者輸送ルート、ラストマイルの徒歩ルート及びアクセシブルルートについては、

2020TDM推進プロジェクトのホームページ等において公表し、事前周知を行った。 

なお、ほとんどの競技会場で無観客開催となり、学校連携観戦についても、ほとんどの学

校がバスによって直接会場を発着する方法で実施した。 

これらのことから、東京 2020大会の運営面での交通安全の取組が行われているものと考え

る。 
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表 5-2 調査結果の概略（競技・陸上競技（マラソン）） 

項 目 調査結果の概略 

1.大気等 オリンピックの陸上競技（マラソン）期間中の競技会場周辺の一般局（１局）及び自排局
（２局）における、二酸化窒素の 1時間値は 0.001～0.005ppm、日平均値は 0.002～0.005ppm

であった。二酸化窒素については 1 時間値の環境基準は設定されていないものの、中央公害
対策審議会・専門部会が提示している指針値（0.1～0.2ppm以下）を下回っていた。また、日

平均値は環境基準値（0.04ppmから 0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下）を下回っていた。 
浮遊粒子状物質の 1 時間値は 0.001～0.016mg/m3、日平均値は 0.006～0.013mg/m3であり、

いずれも環境基準値（1 時間値：0.20mg/m3以下、日平均値：0.10mg/m3以下）を下回っていた。 

パラリンピックの陸上競技（マラソン）期間中の競技会場周辺の一般局（2 局）及び自排局
（2局）における、二酸化窒素の 1時間値は 0.003～0.012ppm、日平均値は 0.004～0.007ppm

であった。二酸化窒素については 1 時間値の環境基準は設定されていないものの、中央公害
対策審議会・専門部会が提示している指針値（0.1～0.2ppm以下）を下回っていた。また、日
平均値は環境基準値（0.04ppmから 0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下）を下回っていた。 

浮遊粒子状物質の 1 時間値は 0.000～0.020mg/m3、日平均値は 0.007～0.014mg/m3であり、
いずれも環境基準値（1 時間値：0.20mg/m3以下、日平均値：0.10mg/m3以下）を下回っていた。 

陸上競技（マラソン）の実施は、国際競技団体（IF）が判断しており、競技中に大気質に
起因する不調等を訴えるアスリートはなかった。 
マラソン競技の伴走車としては、電気自動車を活用する等、大気等に対する最大限の配慮

が行われた。 
以上のことから、予測結果と同様に、陸上競技（マラソン）の実施に伴う大気等に係るア

スリートへの影響は軽微であったものと考える。 

2.騒音・振動 陸上競技（マラソン）の実施に先立ち、競技会場の周辺住民に対して、関係機関のホーム
ページや広報誌など様々な媒体を活用し、競技スケジュールの事前周知を行った。 
競技に伴い発生した音は、競技の実施、観客の誘導、報道等であり、１箇所当たりの継続

時間は一時的であり、競技時間も午前中までに終了した。陸上競技（マラソン）は、新型コ
ロナウイルス感染症の感染状況により、無観客で競技が実施されたことから、競技実施に伴

う騒音の影響はより限定的なものとなった。 
以上のことから、予測結果と同様に、陸上競技（マラソン）の実施に伴い発生した騒音の

影響は限定的であったものと考える。 

3.歩行者空間の快適

性 

オリンピックの陸上競技（マラソン）の競技期間中の暑さ指数（WBGT）の測定結果は、女

子マラソンで 25.1～30.8℃であり、木陰では警戒（25～28℃）レベルであったが、日向では
早朝の６～７時を除いて厳重警戒（28～31℃）となっていた。 

パラリンピックの陸上競技(マラソン)の競技期間中の暑さ指数（WBGT）の測定結果は、19.6
～23.5℃であり、一部で「熱中症予防運動指針」における注意（21～25℃）が確認されたも
のの、多くはほぼ安全（21℃未満）の値となっていた。これは当日の天候が曇一時雨であっ

たことにもよる。 
陸上競技（マラソン）においては暑さ対策に配慮し、オリンピックの競技会場を当初予定

の東京から札幌に変更した。さらに、女子マラソンにおいては競技時間の１時間前倒しも実
施された。競技の実施に当たっては、アスリートに対する飲料水の提供、暑さ除けのテント
の設置、ファーストレスポンダーを適正に配置するなどの救護運営面での配慮等、組織委員

会等の実施可能な範囲で最大限の配慮を行った。 
なお、熱中症患者は、オリンピック期間中 66名発生したが、重篤な患者はいなかった。パ

ラリンピック期間中に熱中症患者は発生しなかった。 
以上のことから、予測結果と同様に、陸上競技（マラソン）の実施に伴う観客及びアスリ

ートの感じる快適性の程度は極力確保されたものと考える。 
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表 5-3 調査結果の概略（競技・陸上競技（競歩）） 

項 目 調査結果の概略 

1.大気等 陸上競技（競歩）期間中の競技会場周辺の一般局（1局）及び自排局（1局）における、二
酸化窒素の 1時間値は 0.004～0.019ppm、日平均値は 0.010～0.013ppmであった。二酸化窒素

については 1 時間値の環境基準は設定されていないものの、中央公害対策審議会・専門部会
が提示している指針値（0.1～0.2ppm 以下）を下回っていた。また、日平均値は環境基準値

（0.04ppmから 0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下）を下回っていた。 
浮遊粒子状物質の 1 時間値は 0.016～0.064mg/m3、日平均値は 0.023～0.031mg/m3であり、

いずれも環境基準値（1 時間値：0.20mg/m3以下、日平均値：0.10mg/m3以下）を下回っていた。 

陸上競技（競歩）の実施は、国際競技団体（IF）が判断しており、競技中に大気質に起因
する不調等を訴えるアスリートはなかった。 

以上のことから、予測結果と同様に、陸上競技（競歩）の実施に伴う大気等に係るアスリ
ートへの影響は軽微であったものと考える。 

2.歩行者空間の快適
性 

陸上競技（競歩）の期間中の暑さ指数（WBGT）の測定結果は、女子 20kmの競技時間帯で 27.8
～29.1℃であり、ほぼ厳重警戒（28～31℃）の値となっていた。 

陸上競技（競歩）は、暑さ対策を考慮し、競技会場を当初予定の東京から札幌に変更した。
競技の実施に当たっては、アスリートに対する飲料水の提供、暑さ除けのテントの設置、フ

ァーストレスポンダーを適正に配置するなどの救護運営面での配慮等、組織委員会の実施可
能な範囲で最大限の配慮を行った。 
なお、陸上競技（競歩）の期間中に熱中症患者は、確認されなかった。 

以上のことから、予測結果と同様に、陸上競技（競技）の実施に伴う観客及びアスリート
の感じる快適性の程度は極力確保されたものと考える。 
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表 5-4 調査結果の概略（競技・自転車競技（ロードレース）） 

項 目 調査結果の概略 

1.大気等 ア．オリンピック期間 
自転車競技（ロードレース）期間中の競技会場及びロードレースコース周辺の一般局（４

局）における二酸化窒素の１時間値は 0.001～0.006ppm、日平均値は 0.003～0.005ppmであっ
た。二酸化窒素については１時間値の環境基準は設定されていないものの、中央公害対策審

議会・専門部会が提示している指針値（0.1～0.2ppm以下）を下回っていた。また、日平均値
は環境基準値（0.04ppmから 0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下）を下回っていた。 
浮遊粒子状物質の１時間値は 0.002～0.027mg/m3、日平均値は 0.008～0.015mg/m3であり、

いずれも環境基準値（１時間値：0.20mg/m3以下、日平均値：0.10mg/m3以下）を下回っていた。 
自転車競技（ロードレース）競技の実施は、国際競技団体（IF）が判断しており、競技中

に大気質に起因する不調等を訴えるアスリートはなかった。 
自転車競技（ロードレース）の伴走車としては、最新の排ガス規制に適合したオートバイ

を活用する等、大気等に対する最大限の配慮が行われた。 

以上のことから、予測結果と同様に、自転車競技（ロードレース）の実施に伴う大気等に
係るアスリートへの影響は軽微であったものと考える。 

 
イ．パラリンピック期間 
自転車競技（ロードレース）期間中の競技会場及びロードレースコース周辺の一般局（２

局）における二酸化窒素の１時間値は 0.004～0.019ppm、日平均値は 0.009～0.012ppmであっ
た。二酸化窒素については１時間値の環境基準は設定されていないものの、中央公害対策審

議会・専門部会が提示している指針値（0.1～0.2ppm以下）を下回っていた。また、日平均値
は環境基準値（0.04ppmから 0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下）を下回っていた。 
浮遊粒子状物質の１時間値は 0.000～0.039mg/m3、日平均値は 0.002～0.022mg/m3であり、

いずれも環境基準値（１時間値：0.20mg/m3以下、日平均値：0.10mg/m3以下）を下回っていた。 
自転車競技（ロードレース）競技の実施は、国際競技団体（IF）が判断しており、競技中

に大気質に起因する不調等を訴えるアスリートはなかった。 
自転車競技（ロードレース）の伴走車としては、最新の排ガス規制に適合したオートバイ

を活用する等、大気等に対する最大限の配慮が行われた。 

以上のことから、予測結果と同様に、自転車競技（ロードレース）の実施に伴う大気等に
係るアスリートへの影響は軽微であったものと考える。 

2.騒音・振動 自転車競技（ロードレース）実施に先立ち、競技会場の周辺住民に対して、関係機関のホ

ームページや広報誌など様々な媒体を活用し、競技スケジュールの事前周知を行った。 
競技に伴い発生した音は、競技の実施、観客の誘導、報道等である。自転車競技（ロード

レース）は、平均時速 40km程度の速度で実施され、選手の移動に伴い発生する音も移動し、

１か所当たりの継続時間は一時的なものであった。新型コロナウイルス感染症の感染状況に
より、コース沿道には観戦自粛が周知された。ゴール会場となった富士スピードウェイは有

観客となったものの、新型コロナウイルス感染症への対策として、声援は自粛され、拍手に
よる応援が行われた。 
以上のことから、予測結果と同様に、自転車競技（ロードレース）の競技実施に伴い発生

した騒音の影響は限定的であったものと考える。 

3.歩行者空間の快適
性 

オリンピックの自転車競技期間中の暑さ指数（WBGT）の測定結果は、ロードレース男子が
28.2～32.4℃であり、日向では危険（31℃以上）の値となっていた。東京 2020オリンピック・

パラリンピック熱中症予防サイトの測定値によると男子ロードレースが 21.2～30.7℃、ロー
ドレース女子が 22.7～31.5℃、タイムトライアル個人が 23.8～26.4℃であり、レースコース
の東京都～神奈川県にかけては、厳重警戒（28～31℃）の時間帯が多いが、山梨県～静岡県

では、警戒（25～28℃）以下の値となっていた。 
パラリンピックの自転車競技期間中の暑さ指数（WBGT）は、東京 2020オリンピック・パラ

リンピック熱中症予防サイトの測定値によるとタイムトライアル男子、女子が 20.5～26.0℃、
ロードレース男子、女子が 17.2～22.5℃であり、8月 31日、9月 1日に注意（21～25℃）の
時間帯があるが、それ以外は、「熱中症予防運動指針」における「ほぼ安全（21℃未満）」と

なっていた。 
オリンピックの男子及び女子では、スタート会場（東京）付近において競技を行う時間は

限定的であり、競技コースの大半は山間部のため、日差しを遮断する樹林等が形成する緑陰
による効果があった。 
競技の実施に当たって、長距離を走るロードレースに対応した救護体制の確保、飲料水な

どの提供、施設面ではテント等の設置による日陰の確保、有観客で行われた富士スピードウ
ェイでは暑さ対策グッズの配布等、組織委員会等の実施可能な範囲で最大限の配慮を行った。 

なお、熱中症患者は、オリンピック期間中８名、パラリンピック期間中４名発生したが、
重篤な患者はいなかった。 
以上のことから、予測結果と同様に、自転車競技競技（ロードレース）の実施に伴う観客

及びアスリートの感じる快適性の程度は極力確保されたものと考える。 
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表 5-5 調査結果の概略（競技・トライアスロン、水泳（マラソンスイミング）） 

項 目 調査結果の概略 

1.大気等 オリンピック競技期間中の競技会場周辺の一般局である港区台場の二酸化窒素の１時間値
は 0.008～0.010ppm、日平均値は 0.009ppmであった。二酸化窒素については１時間値の環境

基準は設定されていないものの、中央公害対策審議会・専門部会が提示している指針値（0.1
～0.2ppm 以下）を下回っていた。また、日平均値は環境基準値（0.04ppm から 0.06ppm まで

のゾーン内又はそれ以下）を下回っていた。 
浮遊粒子状物質の 1 時間値は 0.010～0.018mg/m3、日平均値は 0.010～0.019mg/m3であり、

いずれも環境基準値（１時間値：0.20mg/m3以下、日平均値：0.10mg/m3以下）を下回っていた。 

パラリンピック競技期間中の競技会場周辺の一般局である港区台場の二酸化窒素の 1 時間
値は 0.003～0.023ppm、日平均値は 0.007～0.020ppmであった。二酸化窒素については１時間

値の環境基準は設定されていないものの、中央公害対策審議会・専門部会が提示している指
針値（0.1～0.2ppm以下）を下回っていた。また、日平均値は環境基準値（0.04ppm から 0.06ppm
までのゾーン内又はそれ以下）を下回っていた。 

浮遊粒子状物質の１時間値は 0.021～0.047mg/m3で、日平均値は 0.025～0.044mg/m3であり、
いずれも環境基準値（１時間値：0.20mg/m3以下、日平均値：0.10mg/m3以下）を下回っていた。 

トライアスロン競技の実施は、国際競技団体（IF）が判断しており、競技中に大気質に起
因する不調等を訴えるアスリートはなかった。 
トライアスロン競技の伴走車としては、自転車、オートバイ（二輪車平成 28年排ガス規制

適合車、EURO5適合車等）を活用する等、大気等に対する最大限の配慮が行われた。 
以上のことから、予測結果と同様に、トライアスロン競技の実施に伴う大気等に係るアス

リートへの影響は軽微であったものと考える。 

2.水質等 競技会場となったお台場の海の水質・水温はともに競技実施の基準内であった。 
競技の実施は、国際競技団体（IF）の判断のもとに行われており、競技中に水質等に起因

する不調等を訴えるアスリートはなかった。 

東京都及び組織委員会は、三重スクリーンの設置、水流発生装置の稼働、砂浜・磯浜の定
期的な清掃、砂の補充等、水質等に対する最大限の配慮を行った。 

以上のことから、予測結果と同様に、トライアスロン及び水泳（マラソンスイミング）の
競技の実施に伴う水質等に係るアスリートへの影響は最小化できたものと考える。 

3.生物・生態系 トライアスロン及び水泳（マラソンスイミング）の競技の実施は、国際競技団体（IF）が
判断しており、競技中は監視や医療救護体制に万全を期した。競技中に危険生物に起因する

不調等を訴えるアスリートはなかった。 
以上のことから、予測結果と同様に、トライアスロン及び水泳（マラソンスイミング）の

競技実施に伴う生物・生態系に係るアスリートへの影響は最小化できたものと考える。 

4.騒音・振動 トライアスロンの競技実施に先立ち、競技会場の周辺住民に対して、関係機関のホームペ
ージや広報誌など様々な媒体を活用し、競技スケジュールの事前周知を行った。 

競技に伴い発生した音は、競技の実施、観客の誘導、報道等であり、１箇所当たりの継続
時間は一時的であり、競技時間も午前中までに終了した。トライアスロン競技は、新型コロ
ナウイルス感染症の感染状況により、無観客で競技が実施されたことから、競技実施に伴う

騒音の影響はより限定的なものとなった。 
以上のことから、予測結果と同様に、トライアスロンの競技実施に伴い発生した騒音の影

響は限定的であったものと考える。 

5.歩行者空間の快適

性 

トライアスロン競技期間中の暑さ指数（WBGT）の測定結果は、オリンピックでは 24.9～
28.6℃、パラリンピックでは 27.6～30.6℃であり、日差しを遮られない個所では厳重警戒（28
～31℃）が確認されたものの、テントや木陰では警戒（25～28℃）以下の値となっていた。 

競技の実施に当たって、施設面ではテント等の設置による日陰の確保、大型冷風機の設置
等を実施するとともに、アスリート、大会スタッフに対する飲料水等の提供、ファーストレ

スポンダーの巡回等、東京都及び組織委員会の実施可能な範囲で最大限の配慮を行った。 
なお、熱中症患者は、オリンピック期間中４名、パラリンピック期間中３名発生したが、

重篤な患者はいなかった。 

以上のことから、予測結果と同様に、トライアスロン競技の実施に伴う観客及びアスリー
トの感じる快適性の程度は極力確保されたものと考える。 
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表 5-6 調査結果の概略（競技・カヌー（スプリント）、ボート） 

項 目 調査結果の概略 

1.水質等 カヌー(スプリント)、ボートともに、アスリートは船上で競技を行うため、水質の影響は
限定的である。なお、競技開催後の 9 月に実施した現地調査では、水浴場水質判定基準（水

質Ｃ）を超過する値は確認されなかった。また、競技期間中の海の森水上競技場内の水面で
は水質等に起因する気になる臭いは確認されず、、赤潮・青潮の発生も確認されなかった。 

競技の実施は、国際競技団体（IF）の判断のもとに行われており、競技中に水質等に起因
する不調等を訴えるアスリートはなかった。 
東京都及び組織委員会は、都市オペレーションセンター等において大会運営に関する情報

を集約・共有することで円滑な大会運営に努めた。 
以上のことから、予測結果と同様に、カヌー（スプリント）、ボート競技の実施に伴う水質

等に係るアスリートへの影響は最小化できたものと考える。 

2.生物・生態系 カヌー（スプリント）、ボート競技の実施は、国際競技団体（IF）が判断しており、競技中
に危険生物に起因する不調等を訴えるアスリートはなかった。 
東京都及び組織委員会は、都市オペレーションセンター等において大会運営に関する情報

を集約・共有するとともに、万一に備えた監視体制の構築や救急車の配置等の医療救護体制
に万全を期すことで円滑な大会運営に努めた。 

以上のことから、予測結果と同様に、カヌー（スプリント）及びボートの競技の実施に伴
う生物・生態系に係るアスリートへの影響は最小化できたものと考える。 

 

表 5-7 調査結果の概略（競技・セーリング） 

項 目 調査結果の概略 

1.水質等 競技会場となった江の島ヨットハーバーに近い開設予定であった海水浴場の 2021年の水質
判定は、海水浴場として「適」の区分に該当していた。 

競技の実施は、国際競技団体（IF）の判断のもとに行われており、競技中に水質等に起因
する不調等を訴えるアスリートはなかった。 

組織委員会は、メインオペレーションセンターにおいて大会運営に関する情報を集約・共
有することで円滑な大会運営に努めた。 
以上のことから、予測結果と同様に、セーリング競技の実施に伴う水質等に係るアスリー

トへの影響は最小化できたものと考える。 

2.生物・生態系 セーリング競技の実施は、国際競技団体（IF）が判断しており、競技中に危険生物に起因
する不調等を訴えるアスリートはなかった。 

組織委員会は、メインオペレーションセンターにおいて大会運営に関する情報を集約・共
有するとともに、万一に備えた監視体制の構築や救急車の配置等の医療救護体制に万全を期

すことで円滑な大会運営に努めた。 
以上のことから、予測結果と同様に、セーリング競技の実施に伴う生物・生態系に係るア

スリートへの影響は最小化できたものと考える。 

 

表 5-8 調査結果の概略（競技・サーフィン） 

項 目 調査結果の概略 

1.水質等 競技会場となった釣ヶ崎海岸サーフィンビーチに最も近い海水浴場である太東海水浴場の

2021 年の遊泳期間前の水質判定は、水質Ａであり、海水浴場としては「適」の区分に該当し
ていた。 

競技の実施は、国際競技団体（IF）の判断のもとに行われており、競技中に水質等に起因
する不調等を訴えるアスリートはなかった。 
組織委員会は、メインオペレーションセンターにおいて大会運営に関する情報を集約・共

有することで円滑な大会運営に努めた。 
以上のことから、予測結果と同様に、サーフィン競技の実施に伴う水質等に係るアスリー

トへの影響は最小化できたものと考える。 

2.生物・生態系 サーフィン競技の実施は、国際競技団体（IF）が判断しており、競技中に危険生物に起因
する不調等を訴えるアスリートはなかった。 
組織委員会は、メインオペレーションセンターにおいて大会運営に関する情報を集約・共

有するとともに、万一に備えた監視体制の構築や救急車の配置等の医療救護体制に万全を期
すことで円滑な大会運営に努めた。 

以上のことから、予測結果と同様に、サーフィン競技の実施に伴う生物・生態系に係るア
スリートへの影響は最小化できたものと考える。 

 

 

  


